
総務・警察常任委員会及び 

予算特別委員会総務・警察分科会 

議事次第 

 

令和７年３月６日（木） 

午 後 １ 時 3 0 分 ～ 

於 ： 第 ６ 委 員 会 室 

 

 

 

１ 開  会 

 

 

 

２ 付託議案及び審査依頼議案（質疑終結まで） 

 

 

 

３ 付託議案（討論・採決） 

 

 

 

４ 審査依頼議案（適否確認） 

 

 

 

５ 閉  会 

 

 

 



知事室長 畑 中 健 司 監査委員事務局長 足 立 操

秘書課長 森 江 誠

広報課長 法 谷 道 哉

国際課長 山 本 隆 裕 人事委員会事務局長 片 岡 美 佳

職員長 林 田 匡 民 公安委員長 在 田 正 秀

職員長付理事
（職員総務課長事務取扱）

牧 隆 志 警察本部長 吉 越 清 人

人事課長 鍛 智 行 総務部長 仲 川 徹

警務部長 石 飛 誠

総務部次長
（総務課長事務取扱）

内 海 英 明

会計管理者 木 村 真 子 会計課長 北 川 靖

会計課長 大 路 裕 子 （ 計 22 名 ）

総務部長
（京都市域担当）

吉 井 俊 弥

総務部副部長 山 田 智 樹

総務部副部長
（財政課長事務取扱）

松 浦 快 仁

総務部理事
（税務課長事務取扱）

佐 藤 昌 昭

総務調整課長 山 本 茂 樹

【監査委員事務局】

【知事直轄組織・会計管理者】

総務・警察常任委員会　出席要求理事者名簿
（令和７年２月府議会定例会）

（３月６日）

【総務部】

【知事直轄組織・知事室長】

【知事直轄組織・職員長】

【人事委員会事務局】

【公安委員会】



【報告事項・付託議案（討論・採決）・付託請願】

職員長 林 田 匡 民 監査委員事務局長 足 立 操

職員長付理事
（職員総務課長事務取扱）

牧 隆 志

人事課長 鍛 智 行

公安委員長 在 田 正 秀

警察本部長 吉 越 清 人

総務部長
（京都市域担当）

吉 井 俊 弥 総務部長 仲 川 徹

総務部副部長 山 田 智 樹 警務部長 石 飛 誠

総務部理事
（税務課長事務取扱）

佐 藤 昌 昭 生活安全部長 西 山 亮 二

総務調整課長 山 本 茂 樹 地域部長 谷 正 徳

自治振興課長 山 﨑 遼太郎 交通部長 奥 野 雅 義

サイバー対策本部長 小 野 孝 一

総務部次長
（総務課長事務取扱）

内 海 英 明

生活安全部次長
（生活安全企画課長事務取扱）

西 田 勝 志

地域部次長
（地域課長事務取扱）

入 澤 今日子

交通部次長
（交通企画課長事務取扱）

中 西 恵 一

サイバー対策本部副本部長
（サイバー企画課長事務取扱）

塩 野 亜由美

会計課長 北 川 靖

（ 計 23 名 ）

【総務部】

総務・警察常任委員会　出席要求理事者名簿
（令和７年２月府議会定例会）

（３月13日）

【監査委員事務局】【知事直轄組織・職員長】

【公安委員会】



【所管事項（監査委員事務局、人事委員会事務局、公安委員会）】

監査委員事務局長 足 立 操

監査第一課長 小 林 京 子

監査第二課長 丸 山 紀 夫

人事委員会事務局長 片 岡 美 佳

人事委員会事務局次長
（総務任用課長事務取扱）

石 塚 健 一

職員課長 南 有 紀 宏

公安委員長 在 田 正 秀

警察本部長 吉 越 清 人

総務部長 仲 川 徹

警務部長 石 飛 誠

生活安全部長 西 山 亮 二

地域部長 谷 正 徳

刑事部長 田 中 靖 之

交通部長 奥 野 雅 義

警備部長 入 澤 正 二

サイバー対策本部長 小 野 孝 一

京都市警察部長 西 岡 寛

警務部参事官
（警務課長事務取扱）

上 田 博 之

総務部次長
（総務課長事務取扱）

内 海 英 明

生活安全部次長
（生活安全企画課長事務取扱）

西 田 勝 志

地域部次長
（地域課長事務取扱）

入 澤 今 日 子

刑事部次長
（刑事企画課長事務取扱）

深 石 宗 良

交通部次長
（交通企画課長事務取扱）

中 西 恵 一

警備部次長
（警備第一課長事務取扱）

加 島 清 弘

サイバー対策本部副本部長
（サイバー企画課長事務取扱）

塩 野 亜 由 美

会計課長 北 川 靖

（ 計 26 名 ）

総務・警察常任委員会　出席要求理事者名簿
（令和７年２月府議会定例会）

（３月13日）

【監査委員事務局】

【人事委員会事務局】

【公安委員会】



知事室長 畑 中 健 司

秘書課長 森 江 誠

広報課長 法 谷 道 哉

国際課長 山 本 隆 裕

職員長 林 田 匡 民

職員長付理事
（職員総務課長事務取扱）

牧 隆 志

人事課長 鍛 智 行

総務事務センター長 田 中 久 仁 子

会計管理者 木 村 真 子

会計課長 大 路 裕 子

総務部長
（京都市域担当）

吉 井 俊 弥

総務部副部長 山 田 智 樹

総務部副部長
（財政課長事務取扱）

松 浦 快 仁

総務部理事
（税務課長事務取扱）

佐 藤 昌 昭

総務部企画参事 仲 村 貴 人

総務調整課長 山 本 茂 樹

政策法務課長 上 田 良 幸

自治振興課長 山 﨑 遼 太 郎

入札課長 野 木 孝 洋

府有資産活用課長 大 饗 秀 和

（ 計 20 名 ）

総務・警察常任委員会　出席要求理事者名簿
（令和７年２月府議会定例会）

（３月14日）

【知事直轄組織・知事室長】

【知事直轄組織・職員長】

【知事直轄組織・会計管理者】

【総務部】



総務・警察常任委員会議案付託表 
（２月21日付託分） 

 
 

議案番号 件          名 

  
 ２１ 
 
 ３６ 
 
 

 
 職員の退職手当に関する条例一部改正の件 
 
包括外部監査契約締結の件 

 

※ ３月６日（木）・・・説明聴取、質疑 

  ３月13日（木）・・・討論・採決 

 

 



総務・警察常任委員会議案付託表 
（３月５日付託分） 

 
 

議案番号 件          名 

  
６７ 

 
職員の給与等に関する条例一部改正の件 

 
  
※ ３月６日（木）・・・説明聴取、質疑、討論・採決 
 



予算特別委員会総務・警察分科会 
議案審査依頼表 

（３月５日付託分） 
 
 

議案番号 件          名 

  
５１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
５６ 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５８ 

 
６０ 

 
 令和６年度京都府一般会計補正予算（第８号）中 
 
歳入全部 ただし、他の分科会に審査依頼する特定財源を除く。  
 
歳出中    第 １ 款  議 会 費 
 
       第 ２ 款  総 務 費 
         （第１項 第８目、第９目、第10目、第11目、第12目及

び第13目を除く） 
         （第２項、第６項及び第７項を除く） 
 
       第 ７ 款  商 工 費 
 
          第 １ 項  第 １ 目 
 
       第 ９ 款  警 察 費 
 
       第 12 款  公 債 費 
 
       第 13 款  諸 支 出 金 
          
                   第 ２ 項 
 
 繰越明許費 
 
 令和６年度京都府収益事業特別会計補正予算（第２号） 
 
歳入中    第 １ 款  収益事業収入 

 
第 １ 項  第 ２ 目 

 
第 ４ 款  繰 越 金 
 
第 ５ 款  諸 収 入 
 

第 １ 項 
 
第 ３ 項 
 

歳出中    第 ２ 款  宝くじ事業費 
 

第 ３ 款  繰 出 金 
 
第 ５ 款  予 備 費 

 
 令和６年度京都府公共用地先行取得事業特別会計補正予算（第１号） 
 
 令和６年度京都府公債費特別会計補正予算（第１号）  
 
 

※ ３月６日（木）・・・説明聴取、質疑、適否確認 



 

 

 

 

 

令和７年２月府議会定例会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付託議案・審査依頼議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総 務 ・ 警 察 常 任 委 員 会 

予算特別委員会  総務・警察分科会 

 

 



付託議案・審査依頼議案

（付 託 議 案） 

第 21号議案   職員の退職手当に関する条例一部改正の件 

第 36号議案   包括外部監査契約締結の件 

第 67号議案   職員の給与等に関する条例一部改正の件 

（審査依頼議案） 

第 51号議案   令和６年度京都府一般会計補正予算（第８号） 

第 56号議案   令和６年度京都府収益事業特別会計補正予算（第２号） 

第 58号議案   令和６年度京都府公共用地先行取得事業特別会計補正予算（第１号） 

第 60号議案   令和６年度京都府公債費特別会計補正予算（第１号） 



第 21号議案 

職員の退職手当に関する条例一部改正の件 

令 和 ７ 年 ３ 月 

知事直轄組織(職員長) 

１ 改正の趣旨 

  雇用保険法の一部改正等に伴い、失業者の退職手当等について所要の改正を行うもの 

２ 改正の内容 

  雇用保険において、１年以下の雇用見込みである職業に再就職した者への手当である

「就業手当」が廃止されることや、雇用機会が不足する地域における基本手当の給付日

数の延長措置である「地域延長給付」が２年延長されること等に伴い、これらに相当す

る失業者の退職手当等について、所要の規定整備を行うもの 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 
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第 36号議案 

 

包括外部監査契約締結の件 

 

令 和 ７ 年 ３ 月 

知事直轄組織(職員長) 

 

 

１ 契約の目的 

包括外部監査契約（地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 252条の 36第１項）に基

づく監査の実施及び監査の結果に関する報告の提出を求めるもの。 

 

２ 契約の始期 

令和７年４月１日 

 

３ 契約金額 

１３,１４０,０００円を上限とする額 

 

４ 契約の相手方 

住所 京都市下京区仏光寺通堀川西入晒屋町 647番地 

氏名 白 井 太 郎 

資格 公認会計士・税理士 

 

 

（参考）地方自治法 

 

第 252条の 36 次に掲げる普通地方公共団体の長は、政令で定めるところにより、毎会

計年度、当該会計年度に係る包括外部監査契約を、速やかに、一の者と締結しなけれ

ばならない。この場合においては、あらかじめ監査委員の意見を聴くとともに、議会

の議決を経なければならない。  

 一 都道府県 

 二 政令で定める市 
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第 67号議案 

 

職員の給与等に関する条例一部改正の件 

 

令 和 ７ 年 ３ 月 

 知事直轄組織(職員長) 

 

 

１ 改正の趣旨 

  育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３

年法律第 76号）の一部改正等に伴い、所要の改正を行うもの 

 

 

２ 改正の内容 

(1) 超過勤務の免除の対象となる子の範囲を３歳未満の子から小学校就学前の子まで 

に拡大（第 37条の２関係） 

(2) 仕事と介護との両立に資する制度又は措置（以下「介護両立支援制度等」という。）

について、次の措置の任命権者への義務付け（第 45条の 22、第 45条の 23関係） 

ア 対象となる職員に対する介護両立支援制度等の周知、意向の確認 

イ 介護両立支援制度等を利用しやすい勤務環境の整備   

 

 

３ 施行期日 

令和７年４月１日 
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（一 般 会 計） （単位　百万円）

（その１） （その２） （その３） 計

1,008,645 27,317 3,301 49,772 80,390 1,089,035

国 庫 支 出 金 82,472 16,858 3,029 △3,415 16,472 98,944

使 用 料 ・ 手 数 料 10,989 － － △484 △484 10,505

分 担 金 ・ 負 担 金 1,398 164 － △50 114 1,512

財 産 収 入 1,381 － － 205 205 1,586

寄 附 金 798 － － 749 749 1,547

繰 入 金 22,623 49 － △11,375 △11,326 11,297

諸 収 入 162,157 － － △1,364 △1,364 160,793

府 債 55,175 10,117 262 340 10,719 65,894

計 336,993 27,188 3,291 △15,394 15,085 352,078

府 税 284,000 － － 21,816 21,816 305,816

地 方 消 費 税 清 算 金 121,000 － － 7,222 7,222 128,222

地 方 譲 与 税 49,169 － － 8,166 8,166 57,335

地 方 特 例 交 付 金 5,930 － － 288 288 6,218

地 方 交 付 税 195,325 129 10 7,415 7,554 202,879

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 400 － － △130 △130 270

基 金 繰 入 金 534 － － 5,092 5,092 5,626

収 益 事 業 収 入 3,100 － － △600 △600 2,500

繰 越 金 500 － － 12,683 12,683 13,183

そ の 他 収 入 2,594 － － 7,683 7,683 10,277

府 債 ( 臨 時 財 政 対 策 債 等 ) 9,100 － － △4,469 △4,469 4,631

計 671,652 129 10 65,166 65,305 736,957

（特別会計・公営企業会計） （単位　百万円）

（その１） （その２） （その３） 計

284 － － 36 36 320

381 － － 192 192 573

90 － － △4 △4 86

139 － － 2 2 141

29,728 － － 2,294 2,294 32,022

69 － － △2 △2 67

72 － － 1 1 73

2,206 － － △55 △55 2,151

321,539 － － 4,940 4,940 326,479

221,706 － － 2,782 2,782 224,488

576,214 － － 10,186 10,186 586,400

565 － － △73 △73 492

8,360 61 － △540 △479 7,881

3,759 － － 57 57 3,816

519 － － △4 △4 515

24,550 876 － △1,018 △142 24,408

37,753 937 － △1,578 △641 37,112

合計 摘 要

令和６年度２月補正予算財源別概要

特

定

財

源

財

源

内

訳

一

般

財

源

歳 出

区 分 現計予算額 合計 摘 要
２月補正予算額

２月補正予算額
区 分 現計予算額

水 道 事 業公
営
企
業
会
計 流 域 下 水 道 事 業

計

電 気 事 業

病 院 事 業

工 業 用 水 道 事 業

特
別
会
計

地 域 開 発 事 業

港 湾 事 業

農 業 改 良 資 金 助 成 事 業 等

計

中小企業経営基盤強化資金助成事業

収 益 事 業

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業

国 民 健 康 保 険 事 業

営 林 事 業

母 子 及 び 父 子 並 び に 寡 婦
福 祉 資 金 貸 付 事 業

公 債 費
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